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１．訓練概要

２．主な検証項目

３．即応センター，本店原子力班および発電所対策本部レイアウト図

４．実施・評価体制

５．ＣＯＰ様式

６．ＥＲＣ書架内の資料配備状況

目次



2１．訓練概要（１／２）

（１）訓練日時
令和２年２月２１日（金）９：００～１４：４０（予定）
（訓練途中に時間スキップあり。１３：４０頃訓練終了，１３：４０～１４：４０反省会）

（２）実施場所
女川原子力発電所，本店ビル

（３）訓練の項目
緊急時演習（総合訓練）

（４）訓練形式
シナリオ非提示型（ブラインド訓練）

（５）前提条件
■プラント運転状況（想定）
２号機 ： 定格熱出力一定運転中
１・３号機 ： 定期検査中
■対応体制
平日日中帯の体制から訓練開始
■ＥＡＬ・手順
２号機 ： 新規制基準適合性審査合格後の状態
１・３号機 ： 新規制基準未適合炉
■設備
新規制基準適合性審査合格を見据え，2号機には種々の重大事故等対処設備が配備されているものとする。
・ガスタービン発電機
・高圧代替注水ポンプ
・大容量送水ポンプ
・原子炉格納容器フィルタベント
・防潮堤（海抜約２９ｍ）

参考：設備概要

１号機械 ２号機 ３号機

定格電気出力 ５２万４千ｋW ８２万５千ｋW ８２万５千ｋW

原子炉格納容器 マークⅠ型 マークⅠ改良型

燃料集合体数 ３６８体 ５６０体 ５６０体

敷地高さ O.P.約＋13.8ｍ

防潮堤高さ 約１５m（O.P.約＋２９ｍ）※

格納容器最高使用圧力 ４２７ｋＰａ［gage］

※：防潮堤かさ上げ工事完了後を想定

・原子炉補機代替冷却水系熱交換器ユニット
・直流駆動低圧注水ポンプ
・代替循環冷却系
・代替高圧窒素ガス供給系



3１．訓練概要（２／２）

（６）訓練想定
女川原子力発電所において，警戒事態，施設敷地緊急事態および全面緊急事態に至る事象を想定する。

（７）訓練目的
シビアアクシデント事象等を想定した訓練を実施し，緊急時対応能力の習熟，課題抽出を行い，更なる実効性向
上を図る。なお，今回は以下の有効性等について，力点を置いて検証する。（詳細については，「２．検証項目」を参
照）

①使用済燃料プール事象に係る情報連携の向上≪共通≫
使用済燃料プール事象に対する事象進展，対応戦略を共有するために作成した情報共有ツールを効果的に使

用し説明できたか検証する。
・事象進展，対応戦略に係る情報を適宜，専用の「情報共有ツール」に更新できたか（発電所）
・専用の情報共有ツールを活用し，事象進展，対応戦略を共有，情報発信できたか（本店）

②オフサイト関係機能班からの情報発信に係る改善≪本店≫
オフサイト関係機能班が，原子力班内に効果的に情報発信できたか検証する
・オフサイトに係る情報発信の基本形を踏まえ，原子力班内にオフサイトに係る情報が発信されたか

③停止号炉統括の役割の明確化≪発電所≫
本部ルールに明記した停止号炉統括の報告頻度及び対策の確認範囲の詳細ルールによって，適切に情報発

信できたか検証する
・本部ルールに則った情報管理及び報告等により本部内で適切に情報共有ができたか。

（８）ＥＲＳＳ／ＳＰＤＳの使用
プラント情報表示システムとして，ＥＲＳＳ（訓練モード）を使用する。

（９）評価
・発電所対策本部，要素訓練箇所および本店即応センターに複数の社内評価者を配置。
・評価者による評価および訓練の振返り等により，改善事項を抽出する。
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［課題］ 使用済燃料プール事象に対する事象進展，対応戦略を共有する専用の情報共有ツールが十分ではなかった。

［対策］ 使用済燃料プール事象に対する事象進展，対応戦略について，共有できる専用の情報共有ツールを作成する。

［検証］ 使用済燃料プール事象について，以下の対応を行えたか検証する。
・事象進展，対応戦略に係る情報を適宜，専用の「情報共有ツール」に更新できたか（発電所）
・専用の情報共有ツールを活用し，事象進展，対応戦略を共有，情報発信できたか（本店）

２．主な検証項目①≪共通≫
使用済燃料プール事象に係る情報連携の向上

改善前

改善後



5２．主な検証項目②≪本店≫
オフサイト関係機能班からの情報発信に係る改善

［課題］オフサイト関係機能班は，ホワイトボード等を活用し，各機能班内で情報共有しながら活動しているものの，原子力班全
体に対しての情報発信が少ない，また資料等を活用した説明が少ない。

［対策］オフサイトに係る情報発信の基本形を定める。
・オフサイト関係機能班が，原子力班内で報告・共有する事項を整理
・上記整理した情報を資料等を活用して説明

［検証］原子力班内のブリーフィング等の場において，以下の対応を行えたか検証する。
・オフサイト関係機能班が「オフサイトに係る情報発信の基本形」を踏まえ，情報発信できたか

［原子力班内で報告・共有する事項］
以下の事項については，ブリーフィング等の場におい
て，原子力班内で報告・共有
・ OFC派遣役員・随行者の選定後の状況
・ 自治体リエゾン選定後の状況
・ 資機材の手配状況
・ 災害対策支援拠点の設置予定場所 等

［資料等を活用した説明］
各班の活動状況の取りまとめ資料等を活用し，わかり
やすい説明を行う

オフサイトに係る情報発信の基本形 各班活動状況の取りまとめ資料（例）



6２．主な検証項目③≪発電所≫
停止号炉統括の役割の明確化

［課題］停止号炉統括の役割は，停止号炉（１，３号炉）の事故収束対応及び戦略検討と整理していたが，報告頻度
及び対策の確認範囲に不明確な箇所があった。

［対策］停止号炉統括の報告頻度及び対策の確認範囲の詳細ルールについて本部ルールに明記し，情報発信方
法を改善する。

［検証］以下の対応を行えたか検証する。
・停止号炉統括は，本部ルール（改定後）に基づき，本部へ情報発信できたか。

本部ルール（改訂後）

１０．停止号炉対応

（１）停止号炉統括の選任につ
いて
（２）停止号炉統括が行う対策
の確認範囲について
（３）停止号炉に関する通報・
広報対応について
（４）本部内における情報発信
頻度等のルールについて
・
・
・

停止号炉統括に関する
詳細ルールについては
記載なし

本部ルール（改訂前）

停止号炉統括に関する
詳細ルールを制定



7３．実施場所：即応センターレイアウト（本店ビル６階）
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8３．実施場所：ERC対応ブースレイアウト（本店ビル６階）

統合防災ＮＷ電話
統合防災ＮＷ

（ＦＡＸ）

統合防災ＮＷ

（ＴＶ会議端末）
書画カメラ

統合防災ＮＷ電話

①メインスピーカー

（ＥＲＣ対応の統括）

⑥資料収集，

防災ＮＷＦＡＸ操作

③資料取りまとめ

（メインスピーカーの支援，

プラント状況の確認）

⑧ＱＡデータ整理
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9３．実施場所：本店原子力班レイアウト（本店ビル６階）
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10３．実施場所：発電所対策本部レイアウト（事務本館３階）
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② ＩＰ ＦＡＸ（地上系） ：国用 １台

：事業者用 １台
：

③ ＩＰ ＦＡＸ（衛星系） ：共用 １台 ：
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12４．実施・評価体制（発電所）



13５．ＣＯＰ様式①：プラント系統概要図（１／４）



14５．ＣＯＰ様式①：プラント系統概要図（２／４）



15５．ＣＯＰ様式①：プラント系統概要図（３／４）



16５．ＣＯＰ様式①：プラント系統概要図（４／４）



17５．ＣＯＰ様式②：設備状況シート（１／３）



18５．ＣＯＰ様式②：設備状況シート（２／３）



19５．ＣＯＰ様式②：設備状況シート（３／３）



20５．ＣＯＰ様式③：事故対応戦略方針シート（１／２）



21５．ＣＯＰ様式③：事故対応戦略方針シート（２／２）
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大項目 小項目

1 設備全般

1-1 設備概要

1-2 水源一覧

1-3 可搬型注水設備一覧

1-4 構内配置図

1-5 アクセスルート・敷地高さ

1-6 資機材保管場所

1-7 モニタリング設備配置場所等

1-8 気象観測装置配置図

2 機器配置図
2-1 １～３号炉機器配置図

2-2 スクラム用地震計配置図

3 電源系統図
3-1 １～３号炉単線結線図

3-2 主要電力供給設備

4 ＳＦＰ関係資料
4-1 ＳＦＰ基本情報

4-2 １～３号炉ＳＦＰ関連図

６．ＥＲＣ書架内の資料配備状況（１／２）
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大項目 小項目

5 ＣＯＰ

5-1 プラント系統概要

5-2 設備状況シート

5-3 重大な局面シート

6 防災体制

6-1 原子力防災体制

6-2 女川原子力発電所へのアクセス

6-3 ＰＡＺ・ＵＰＺ自治体および原子力事業所災害対策支援拠点の位置

6-4 東北電力本社の位置

7 付録
7-1 ＥＡＬ判断フロー

7-2 手順書（ＥＯＰ，ＳＯＰ，ＥＨＧ）

６．ＥＲＣ書架内の資料配備状況（２／２）



24６．ＥＲＣ書架内の資料配備状況（未適合炉版（１／２））

大項目 小項目

1 設備全般

1-1 設備概要

1-2 水源一覧

1-3 可搬型注水設備一覧

1-4 構内配置図

1-5 アクセスルート

1-6 敷地高さ

1-7 資機材保管場所

1-8 モニタリング設備配置場所等

1-9 気象観測装置配置図

2 機器配置図

2-1 １号炉配置図

2-2 ２号炉配置図

2-3 ３号炉配置図

2-4 スクラム用地震計配置図

3 電源系統図

3-1 所内単線結線図

3-2 開閉所単線結線図

3-3 主要電力供給設備



25６．ＥＲＣ書架内の資料配備状況（未適合炉版（２／２））

大項目 小項目

4 ＳＦＰ関係資料

4-1 ＳＦＰ基本情報

4-2 １号炉ＳＦＰ関連図

4-3 ２号炉ＳＦＰ関連図

4-4 ３号炉ＳＦＰ関連図

5 ＥＡＬ関係資料 5 ＥＡＬ一覧表

6 ＣＯＰ

6-1 プラント系統概要

6-2 設備状況シート

6-3 重大な局面シート

7 防災体制

7-1 原子力防災体制

7-2 東通原子力発電所へのアクセス

7-3 ＰＡＺ・ＵＰＺ自治体および原子力事業所災害対策支援拠点の位置

7-4 東北電力本社の位置

8 付録 8 原子力略語集



資料２ 

訓練評価指標に対する説明 

 

１．指標１：情報共有のための情報フロー 

（１）発電所内の情報フロー図（⇒添付１） 

（２）発電所⇒本店⇒ＥＲＣの情報フロー図（⇒添付２） 

 

２．指標２：ＥＲＣプラント班との情報共有 

（１）ＥＲＣ対応ブース発話者の育成・多重化の考え方 

運転や炉心解析の知識を持っている者をＥＲＣ対応ブース発話者候補として，

複数名選定している。また，ＥＲＣ対応ブース発話者を含むＥＲＣ対応ブース要

員に勉強会を実施している。 

（２）ＥＲＣ対応ブース発話者は未経験者から人選 

 

３．指標３：情報共有のためのツール等の活用 

（１）プラント情報表示システムの使用（ＥＲＳＳ（訓練モード）） 

（２）リエゾンの活動 

ＥＲＣ-即応センター間の円滑な情報共有支援 

① 即応センター説明状況のフォロー 

説明に不足，改善の必要があれば，即応センターへその旨伝達 

② ＥＲＣからリエゾンへの問い合わせ対応 

リエゾンが回答もしくは即応センターへの回答要請 

③ リエゾンからＥＲＣへの問いかけ，補足説明，情報提供（必要に応じ対応） 

（３）ＣＯＰの活用（⇒添付４，５） 

 

４．指標４：確実な通報・連絡の実施 

（１）通報 FAX送信前の通報文チェック体制，通報文に誤記等があった場合の対応 

［通報 FAX送信前の通報文チェック体制］ 

・通報文作成時は情報班員が複数でチェックする 

・作成後はモニタ等に表示し本部要員全員で確認し，本部長が決定する 

ただし，通報文の作成・送信に関する権限が本部長より情報班へ委譲された

場合は，情報班長および情報統括が確認・決定する 

［通報文に誤記等があった場合の対応］ 

通報文に訂正が必要な際には，訂正した都度通報文に新たに付番して発信

する 

（２）発出したＥＡＬが非該当となった場合の対応 

２５条報告様式を用い，解除の連絡を実施 

（３）通報に使用する通信機器の代替手段 



緊急時対策所内の通常のＦＡＸ設備が使用できない場合の対応 

① 統合防災ネットワークで国へ，外線ＦＡＸで自治体他関係機関へ個別に送信 

② 本店から送信（①のバックアップ対応） 

（４）１０条・確認会議，１５条認定会議の事業者側対応予定者 

原子力災害対策本部対応者（原子力班長代理ほか） 

（５）２５条報告のタイミング，回数（⇒添付４） 

 

５．指標５：前回訓練の訓練課題を踏まえた訓練実施計画等の策定（⇒添付３） 

 

６．指標６：シナリオの多様化・難度（⇒添付４，５） 

 

７．指標７：現場実動訓練の実施 

①現場実動訓練として，本訓練と以下の訓練を連携して実施 

・電源車の接続および電源供給訓練 

・代替注水車による SFP注水訓練 

・アクセスルート確保訓練 

②本部からの指示，進捗確認，現場からの報告を行うことにより連携を図る 

③他原子力事業者による訓練評価を予定（人選調整中） 

 

８．指標８：広報活動 

指標８①～⑤について実施予定 

なお，社外プレーヤー，他原子力事業者広報担当の参加について人選調整中 

 

９．指標９：後方支援活動 

指標９①～③について実施予定 

 

１０．指標１０：訓練視察 

指標１０①～④について実施予定 

なお，指標１０③については他原子力事業者による訓練評価を予定（人選調整中） 

 

［核燃料施設等の事業者視察受入］ 

場所 受入可能人数 募集期限 

女川原子力発電所 ５名 
２０２０年 ２月 ７日（金） 

即応センター（本店） ５名 

 

１１．備考 

（１）訓練参加率 

前回（平成３０年１０月３０日）と同規模の予定。 

女川原子力発電所：１８１名（うちコントローラー１６名），評価者１４名 



即応センター：２６７名（うちコントローラー４１名），評価者３名 

リエゾン：８名 

（２）中期計画の見直し（⇒添付６） 

（３）シナリオ非提示型訓練の実施状況 

今年度は，本部運営に係る訓練は本訓練を含めすべてシナリオ非開示にて実

施することとしているが，本部での状況判断に最低限の情報が必要なこと，また，

現在のプラント状態と異なる設定とする必要があることから，以下の情報を訓

練直前にコントローラよりプレイヤーへ提示している。 

・日時設定 

・気象概要 

・プラント運転状態 

・使用済燃料プール（水位，水温，貯蔵本数等） 

・電源系統状態 

・現状のプラント設備および緊急対策室等と異なる設定について 

 

以上 

 

 



発電管理班
プラント状況
戦略⽴案（ＭＣＲ分）
戦略対応状況（ＭＣＲ分）
プラント系統概要図作成

技術班
戦略⽴案（全般）
戦略⽴案に係る情報収集
事故対応戦略⽅針シート作成

戦略統括

放射線管理班

事故の影響範囲の評価
被ばく管理，除染管理

保修班
現場の設備状況
戦略対応状況（ＭＣＲ以外）
設備復旧計画，対応状況
（復旧・要員計画，復旧対応，

火災発生時の消火活動）
設備状況シート作成

復旧統括

情報班
ＥＡＬ情報（通報文作成，通

報・連絡・実績管理）
対策本部の事務

広報班

報道対応
事故事象に関する広報

情報統括

総務班
避難状況（避難誘導，警備）
傷病者対応（被ばく医療含む）
ロジ対応
（⾞両⼿配，周辺道路状況含む）
警察，消防等関係機関との連携 総務統括

本部⻑補佐 原子炉主
任技術者

副本部⻑
／本部付

本部⻑

緊急時対策本部

【 本部の役割 】

■情報共有
－ プラント状況
－ ＥＡＬ情報
－ 戦略対応状況
－ 設備復旧計画，対応状況
－ 放射線管理情報
－ 人員安全情報
－ 外部対応状況

■意思決定
－ 戦略⽅針の具申に伴う⽅針決定
－ その他緊急時対応に係る諸対応

■その他
－ 各報告案件に対する追加指示，助言・指導
－ 各班への依頼事項の伝達・共有 他

添付１

WING5
テキストボックス
添付１



各班 情報班 本部長他
本店

原子力班
ＥＲＣ

情報統括が情報班
を支援

ＥＡＬ該当事象

①ＥＡＬに関する情報

EAL成立条件
を確認・報告

EAL該当を
判断（本部長）

通報文を作成

通報連絡

防災ＮＷを通じ
ＥＲＣへ説明

通報様式
［FAX］



②事故・プラントの状況

中央制御室 発電管理班 本部長他
本店

原子力班
ＥＲＣ

戦略統括が発電
管理班を支援

プラント情報

プラント情報整理
プラント図作成

防災ＮＷを通じ
ＥＲＣへ説明

プラント図
［PDF］

現場 保修班 本部長他
本店

原子力班
ＥＲＣ

復旧統括が保修班
を支援

現場設備情報

現場設備情報整理
設備状況シート作成

防災ＮＷを通じ
ＥＲＣへ説明

設備状況ｼｰﾄ
［PDF］



③事故収束対応戦略

発電管理班
保修班

技術班 本部長他
本店

原子力班
ＥＲＣ

戦略統括が技術班
を支援

事象進展予測

防災ＮＷを通じ
ＥＲＣへ説明

プラント情報
現場設備情報

戦略立案
戦略方針
決定

戦略方針
確定

戦略方針
［PDF］



④戦略の進捗状況

中央制御室
現場

発電管理班
保修班

本部長他
本店

原子力班
ＥＲＣ

戦略統括が発電管
理班，復旧統括が
保修班を支援

設備状況シート
更新

防災ＮＷを通じ
ＥＲＣへ説明

進捗状況

戦略変更立案 戦略方針
決定

戦略方針
確定

戦略方針
［PDF］

設備状況ｼｰﾄ
［PDF］



⑤ＥＲＣプラント班からの質問への回答

各班 本部長他 情報班
本店

原子力班
ＥＲＣ

情報統括が情報班
を支援

質問回答
検討

質問事項
質問回答
検討

防災ＮＷを通じ
ＥＲＣへ回答

質問回答
検討

質問回答



多様化・難度を高めたシナリオの下、種々の状況下にお
いて、原子力班－本店対策本部（原子力施設事態即応セ
ンター）－ ＥＲＣ間との情報共有を確実にするため、以下
の取り組みを実施。

①発電所対策本部－原子力班間の専任窓口を複数設定
②情報共有ツール（「プラント系統概要図」、「設備状況
シート」、「事故対策戦略方針シート」等）を配備（配布お
よびＰＣ上で共有）

③チャットシステムの使用
④ＥＲＳＳの使用
⑤ERC専従対応要員の配置
⑥原子力班－ＥＲＣ対応ブース間の専任窓口の設定
⑦発電所対策本部内の情報入手
⑧原子力班－本店対策本部間の専任窓口の設定
⑨原子力災害対応基本項目集の配備
⑩ＥＲＣプラントチームリエゾンの配置

防災
NW

FAX

防災
NW

電話

防災
NW

TV会
議

＜原子力発電所＞

＜本店＞

専従要員
（ERC対応）

緊急時の情報
発信に活用

(発電所支援)

(TV会議)

(TV会議)

原子力班

＜原子力規制庁＞

＜原子力規制庁緊急時対応センター（ERC）＞

防災NW

TV会議

防災NW

FAX
防災NW

電話

⑤⑨
本店対策本部

(原子力施設事態即応ｾﾝﾀｰ)

⑧

・ERSS④

防災NW

TV会議

・情報共有ﾂｰﾙ②
・ﾁｬｯﾄｼｽﾃﾑ③

ERCﾌﾟﾗﾝﾄﾁｰﾑ
ﾘｴｿﾞﾝ

・ERSS④

・情報共有ﾂｰﾙ②
・ﾁｬｯﾄｼｽﾃﾑ③

・ERSS④

・情報共有ﾂｰﾙ②
・ﾁｬｯﾄｼｽﾃﾑ③

発電所対策本部発電所ニーズ
（支援要請等）
の際に活用

⑩

・ERSS④

・ERSS④

・情報共有ﾂｰﾙ②
・ﾁｬｯﾄｼｽﾃﾑ③

②

②

(電話)
① ①

ERC対応ﾌﾞｰｽ

指標１：情報連携相関図 添付２

(TV会議音声データのみ)

(電話)

①

②

⑥

(電話)
(紙、社内NW)

⑦
⑦⑦



前年度訓練における反省事項の改善対策状況

【本店】 （１／２）
反省事項等 改善点 検証

■情報共有ツールを活用した効果的なブリーフィングの実施

今回の訓練では、ＥＲＣプラント班への説明は以下の状況
であった。

－プラントの現況については、チャットシステム、ＥＲＳＳなど
速やかに入手できる情報（以下、「速報情報」という）を中心
に説明
－多くの通報文を逐次説明
－上記説明の中で不足している戦略の見通し、対応状況に
ついては、「事故対応戦略方針シート」を用いて説明

上記対応の結果、事象進展が早い場合において、発電所
から入手した情報を整理し、ＥＲＣプラント班へ説明を行うこ
とができた。一方、「プラント系統概要図」および「設備状況
シート」を説明に活用しなかったことから、「情報共有ツール
を活用した効果的なブリーフィングの実施」について、改善
が必要と評価した。

【原因】

事象進展が早い展開の中、次から次に入手した速報情報
を一律に順次説明したため、「プラント系統概要図」および
「設備状況シート」を用いた事象の説明を行う時間の余裕が
なかった。

【対策】

事象進展が早い展開においても、「プラント系統概要図」お
よび「設備状況シート」を用いた説明は「相手に伝わる」説明
の観点で重要であることを踏まえ、以下の対策で改善を図る。
－情報の優先付けによる説明時間の効率化

－説明の効率化により確保した時間を活用し、「プラント系統
概要図」および「設備状況シート」を用いたブリーフィングを
実施

■情報の優先付けによる効率的な説明

事象進展が早い状況下では優先度高の情報

を中心に説明を実施（優先度低の情報※は落ち

着いた場面で説明）

※ 事故復旧に直接的に関わらない情報・通報文，影

響度の低いＥＡＬ情報など

■ＣＯＰを活用した「相手に伝わる」説明

以下の状況を踏まえつつ情報④～⑥ＣＯＰを

活用した説明を実施

－事象進展が早い状況下においては，速や

かな情報入手が可能である情報①及び②

や，通報・連絡に用いる情報③が有効

－情報④～⑥ＣＯＰ情報は情報①，②に比べ

１０～１５分程度の時間遅れあり

－情報④～⑥ＣＯＰ情報は視覚的に理解しや

すく，「相手に伝わる」説明として有効

訓練の結果，情報の優先付けに
よる効果的な説明，ＣＯＰを活用
した「相手に伝わる」説明ができ
ていると評価した。
（2019年3月8日東通原子力防災
訓練）

添付３

<速報>

①ホットライン情報
②チャット情報

<通報・連絡>

③通報文
<整理された情報(COP)>

④プラント系統概略図（ポンチ絵）
⑤設備状況シート（戦略リスト）
⑥戦略方針シート（重大局面シート）

情報の種類



【本店】 （２／２）
反省事項等 改善点 検証

■状況把握・戦略見通しを効率的に行うための
思考フレームワークの理解浸透

状況把握・戦略見通しを効率的に行うための思
考フレームワークを整理し、これを活用し、以下の
対応を行えたか検証を行った。

－機能毎に事象把握（「止める」、「冷やす」、「閉じ
込める」に区別して事象把握）

－事象の進展予測（事象・対応の予測と発電所
情報のすり合わせ）

訓練実施後のアンケートの結果、機能毎に事象
を把握できたものの、事象進展の予測については
十分に行えなかったとの意見が一部あり、「状況把
握・戦略見通しを効率的に行うための思考フレー
ムワークの理解浸透」について、改善が必要と評
価した。

【原因】
－机上の勉強会は行っていたが、総合訓練へ
の適用は初めての試みであったことから、事象
進展に係る技術資料の理解浸透が不十分
－本思考フレームワークに係る導入教育につい
て、事象の進展予測に係る情報共有ツール活
用例の事例説明が少なかった

【対策】
－教育を繰り返し行い、知識ベースの理解を深
める。
－具体的な事例を説明する資料（事象進展予測
に係る情報共有ツール活用例）を充実化させ、
本思考フレームワークの理解浸透を深める

■教育を繰り返し行い、知識ベースの理解を深
める。

■具体的な事例を説明する資料（事象進展予測
に係る情報共有ツール活用例）を充実化させ、
本思考フレームワークの理解浸透を深める。

（2019年3月8日東通原子力防災訓練検証項目）

本思考フレームワークに対する教育を行い，
訓練においては以下の対応を行えたか検
証した。

－機能毎に事象把握（「止める」、「冷やす」、
「閉じ込める」に区別して事象把握）

－事象の進展予測（事象・対応の予測と発
電所情報のすり合わせ）

結果，「機能毎に事象を把握」および「事象
進展の予測」について、情報共有ツール等
を用いて概ね把握できたとの意見が多数
あり，上記の対応は行えたと評価した。
（2019年3月8日東通原子力防災訓練）

前年度訓練における反省事項の改善対策状況



【発電所】（１／２）

前年度訓練における反省事項の改善対策状況

反省事項等 改善点 検証

■停止号機統括の役割に応じた報告・確認
事項の明確化

運転号機（２号機）の他、停止号機（１、３
号機）の事故を踏まえて、運転号機以外の事
故対応および戦略検討を担う停止号機統括
を配置することで、発電所対策本部内は、運
転号機（２号機）の事故収束に向けた対応に
集中することができた。

しかし、停止号機統括は、運転号機以外
の事故対応にあたり、発電所対策本部に対
し、その都度、「途中経過の報告」、「実施対
策の確認」を行う場面がみられ、「停止号機
統括の役割に応じた報告・確認事項の明確
化」について、改善が必要と評価した。

【原因】

• 停止号機統括の役割は、停止号機（１、３
号機）の事故収束対応および戦略検討を
担うことで整理していたが、停止号機統括
の役割に応じた報告頻度と対策の確認範
囲が不明確であった。

【対策】

• 停止号機統括の役割に応じた報告頻度と
対策の確認範囲の明確化を図り、情報共
有方法の改善を検討する。

【改善前】

停止号機統括の報告頻度及び対策の確認範囲が明確
でなかった

【改善後】
停止号機統括の報告頻度及び対策の確認範囲を明確
化するため，以下を本部ルールに明記

（対策の確認範囲の明確化）
停止号機統括の対策の確認範囲は以下のとおりとす
る。
 対応リソース（要員・資機材）の管理
 事故収束戦略検討
 現場対応の指揮

（報告頻度の明確化）

停止号機統括は以下の場合においてのみ，本部に状
況を報告するように努める。
 戦略ブリーフィングにおいて対応状況を報告する場
合

 対応が完了した場合

 運転号機以外の故障・トラブルが運転号機対応に
影響を及ぼす可能性がある場合

 その他停止号機のプラント状況が悪化した場合

新ルールに則った停止号機統括の報
告頻度及び対策の確認範囲について，
以下の方法で検証する。

・本部反省会による検証
・評価者による評価
・プレーヤーからの反省事項の抽出



【発電所】（２／２）

前年度訓練における反省事項の改善対策状況

反省事項等 改善点 検証

■事象進展が早い展開における正確な情報伝達

発電所対策本部内の発話は、意思決定を行うた
めの発話に重点を置いた発話とすることで、発電所
対策本部内は、運転号機（２号機）の事故収束に向
けた対応に集中することができた。

しかし、事象進展が早い展開において、短時間
で多くの情報を発信するあまり、「発話者の発話が
聞き取れない」、「緊急体制の区分および号機等を
間違って発話される」場面があった。これに対し、発
電所対策本部内で発話内容の聞き直し、訂正が行
われ、「事象進展が早い展開における正確な情報
伝達」について、改善が必要と評価した。

【原因】

ブリーフィング（３ＷＡＹコミュニケーションを活用）
以外の場面における発話について、コミュニケー
ションの方法が不明確であった。

【対策】

ブリーフィング以外の場面における発話について、
コミュニケーション手法の活用について明確化を図
り、情報伝達方法の改善を検討する。

【改善前】
ブリーフィング以外の場面における発話に
ついて，コミュニケーションの方法が不明確
であった。

【改善後】
ブリーフィング以外の場面においても正確
な情報伝達を図るため，以下のとおりの発
言ルールを本部ルールに明記した。

－発言者は，「周知」，「報告」，「依頼」，「指
示」および「提案」を明確にして発言する

－重要情報は3wayコミュニケーションを活
用して，内容の確認を行う

新ルールに則ったブリーフィング以外の場面
における発話について，以下の方法で検証す
る。

・本部反省会による検証
・プレーヤーからの反省事項の抽出



令和元年度 女川原子力発電所総合防災訓練（Ｒ０２．２．２１） 訓練シナリオ

シナリオ非提示のためマスキング

添付４



令和元年度 女川原子力発電所総合防災訓練（Ｒ０２．２．２１） 訓練シナリオ

シナリオ非提示のためマスキング



令和元年度 女川原子力発電所総合防災訓練（Ｒ０２．２．２１） 訓練シナリオ

シナリオ非提示のためマスキング



令和元年度女川原子力発電所防災訓練 シナリオ検証ポイント（１／３） 添付５

シナリオ非提示のためマスキング



令和元年度女川原子力発電所防災訓練 シナリオ検証ポイント（２／３）

シナリオ非提示のためマスキング



令和元年度女川原子力発電所防災訓練 シナリオ検証ポイント（３／３）

シナリオ非提示のためマスキング
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添付６ 

原子力事業者防災訓練の継続的改善とスケジュールについて 

 

 

１． 原子力事業者防災訓練の継続的改善の概要 

 

（１）女川原子力発電所計画 

 

 ａ．女川原子力発電所の原子力防災組織の緊急事態応急対策等の維持・向上を図るため，「原子力災害

対策特別措置法」，その他関係法令，社内文書および原子力 QMS文書に基づき，重大事故等や大規

模損壊が発生した場合においても原子力防災組織が的確かつ柔軟に対処できるように，緊急時対

応訓練中期計画（以下，「中期計画」という。）を策定する 

年度 分類 訓練テーマ 

2019年度 

共通 ・過酷な環境（シナリオの多様化・難度等）を想定した状況下にお

ける小人数体制対応※1 

・事故シーケンスおよび展開シナリオの計画的な実践 

・過去訓練で抽出された課題および他社良好事例等の検証・確認 

個別 ・ノンテクニカル（TRM）スキルの継続および行動観察結果を踏ま

えた弱点の改善 

2020年度 

共通 ・過酷な環境（シナリオの多様化・難度等）を想定した状況下にお

ける中長期対応※1 

・事故シーケンスおよび展開シナリオの計画的な実践 

・過去訓練で抽出された課題および他社良好事例等の検証・確認 

個別 ・ノンテクニカル（TRM）スキルの継続および行動観察結果を踏ま

えた弱点の改善 

2021年度 

共通 ・過酷な環境（シナリオの多様化・難度等）を想定した状況下にお

ける発電所支援体制（非発災発電所からの支援含む）の構築※1 

・事故シーケンスおよび展開シナリオの計画的な実践 

・過去訓練で抽出された課題および他社良好事例等の検証・確認 

個別 ・ノンテクニカル（TRM）スキルの継続および行動観察結果を踏ま

えた弱点の改善 

【凡例】共通：原子力部門共通の訓練テーマ，個別：女川原子力発電所個別の訓練テーマ 

※１ 女川原子力発電所 2号機は，新規制基準適用プラント想定とする。 

 

ｂ．2019年度訓練計画は，中期計画を踏まえ，訓練目標を設定し，課題の検証や改善項目の抽出を実

施する。 

訓練メニュー 検証する課題 

（１）緊急時演習 ・高放射線線量下での復旧活動 

・新規性基準対応設備の訓練への展  

 開 

・EAL通報文の正確性向上 

（２）電源機能等喪失時対応訓練 

（３）発電所対策本部運営訓練 

（４）要素訓練 ・実効性向上の取組み 
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（２）本店計画 

 

ａ．本店原子力防災訓練中期計画は，これまでの訓練で抽出された課題等を踏まえ 3ヶ年の訓練テ

ーマを設定している。2019年度の訓練テーマは以下のとおりである。 

年度 訓練テーマ 

2019年度 

・新規制対応（設備・手順・体制）の習熟 

・少人数体制の対応 

・関係機関（県，自治体，OFC等）との実連携 

2020年度 

・新規制対応（設備・手順・体制）の習熟 

 －厳しい状況を付与 

・長期対応 

・関係機関（県，自治体，OFC等）との実連携の拡充 

2021年度 

・新規制対応（設備・手順・体制）の習熟 

 －主力メンバー不在時の対応 

・発電所支援（非発災発電所からの支援含む）を想定した訓練 

・関係機関（県，自治体，OFC等）との実連携の拡充 

 

 

ｂ．2019年度訓練計画は，上記 aに定める訓練テーマ，これまでの訓練で抽出された課題等を踏ま

え各訓練メニューへ展開している。2019年度の訓練メニューおよび訓練目標は以下のとおりであ

る。 

訓練メニュー 訓練目標 

発電所-原子力班-本部の情報連携訓練 ・情報共有ツール改善（わかりやすさの追求）による

情報連携向上 

・重要情報の更なる連携強化 

・初動対応の効率化 

・原子力班体制の集約化の有効性を検証 

国(ｵﾝｻｲﾄ)-事業者間の連携訓練 ・重要情報の更なる連携強化 

・情報共有ツールを活用したブリーフィングの実施 

ＯＦＣ機能班訓練 ・オフサイトシナリオの拡充と対応の検証 

・重要情報の更なる連携強化 

・関係機関との連携を想定した訓練の実施 
県対応訓練 

住民避難支援対応訓練 ・住民避難シナリオの拡充と対応の検証 

プレス対応訓練 ・長期化対応の検証 

・広報シナリオの拡充と対応の検証 

事業者間協力協定対応訓練 ・協力協定シナリオの拡充と対応の検証 

災害対策支援拠点対応訓練 ・支援拠点シナリオの拡充と対応の検証 
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（３）ＰＤＣＡ活動の概要 
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２．2019年度の具体的なスケジュール 
 

 
  
  

実施事項 
2019年 2020年 

備考 
3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 

CHECK 訓練報告 〇平成 30年度訓練報告書 
発電所 
本店 

 
▼          

    
 

ACTION 改善実施 

〇平成 30年度訓練における改善対策 
［発電所］ 
 (1)停止号機統括の役割に応じた報告・確認

事項の明確化 
 (2)事象進展が早い展開における正確な情報

伝達 
 
［本店］ 

(1)情報共有ツールを活用した効果的なブリ
ーフィング 

(2)状況把握・戦略身通りを効率的に行うた
めの思考フレームワーク 

(3)本店対策本部への情報発信ルールの明確
化 

 (4)事故対応戦略方針に対する状況の明確化 
 
 (5)オフサイト関係機能班からの情報発信に

係る改善（11/22東通訓練反省） 
 (6)本店-発電所間の情報発信に係る改善

（11/22東通訓練反省） 

発電所 

 
(1) 
 
 

(2) 
 

 
 
 
 

 
 
 
  

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
▼検証 

 
 

▼検証 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 (1)，(2)：総合訓練にて検証 

本店 

 
 
 
 

 
(3) 
 
(4) 

       

 
 
 
 
 
▼検証 
 
▼検証 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

    

〇中期計画見直し 
［発電所］ 
 ・ＮＲＡ訓練実施方針反映 
［本店］ 
・新規制対応の習熟 
・少人数体制の対応 
・関係機関との実連携 

発電所    
6/28 
▼ 

       

    

本店 

 

  6/26▼        

   

 

〇事業者防災業務計画見直し 
 （修正項目：※） 

発電所 
本店 

 

  

 
       

  ▽  

※分社化に伴う記載の見直し 

PLAN 訓練計画 〇令和元年度訓練計画策定 
発電所    ▼            

本店    ▼            

DO 訓練実施 〇令和元年度訓練実施 
発電所         ▼       

本店         ▼    ▽    

CHECK 訓練評価 

〇訓練評価 
 ・社内自己評価 
 ・対策の有効性評価 
 ・パンチリスト対応 
 ・課題の抽出、原因分析、対策検討 
 ・対策の方針決定 

発電所 
本店 

 

          

    
 

〇令和元年度訓練報告書 
発電所           ▽     

本店           ▽   ▽  

ACTION 改善実施 

〇改善対策の具体化検討 
発電所 
本店 

 
              

○中期計画見直し検討 

発電所 
 

          
    

本店 
 

          
    

○事業者防災業務計画見直し 
発電所 
本店 

 
          

    
 

PLAN 訓練計画 ○2020年度訓練計画策定 
発電所                

本店 
 

          
    

DO 訓練実施 ○2020年度訓練実施 
発電所 
本店 

 
          

    
 

(5) 

(6) 

▽検証 

6/26 

6/20 

▽検証 

▽ 

▽ 

(1) 

(2) 


